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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固定金型が取り付けられる固定ダイプレートと、
　前記固定ダイプレートとタイバーにより連結されたリアプレートと、
　可動金型が取り付けられ、前記リアプレートと前記固定ダイプレートとの間に前後動自
在に設けられた可動ダイプレートと、
　前記リアプレートと前記可動ダイプレートの間に設けられ、該可動ダイプレートの前後
進動作、及び前記固定金型と前記可動金型とをロックアップさせるトグル機構と、
　前記トグル機構のクロスヘッドに連結され、該クロスヘッドを駆動させる駆動用モータ
と、を備えた型締装置において、
　前記クロスヘッドの位置を検出する位置検出部と、
　前記位置検出部が検出した前記クロスヘッドの位置に対応し、前記クロスヘッドが前記
位置から加速する際、もしくは前記クロスヘッドが前記位置から所定の位置に停止するた
めに減速する際、前記駆動用モータの出力トルクが前記位置にかかわらず常に所定の値と
なる、前記位置から前記クロスヘッドを加速させるときの前記駆動用モータの回転数の増
加率あるいは前記所定の位置に停止させるときの前記駆動用モータの回転数の減少率の少
なくとも一方の値を記憶する記憶部と、
　前記位置検出部が検出した前記クロスヘッドの位置に基づき、前記記憶部から前記位置
における前記駆動用モータの回転数の増加率あるいは減少率を読み出し、前記増加率、も
しくは減少率で前記駆動用モータを駆動させる駆動部と、
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　を備えたことを特徴とした型締装置の制御装置。
【請求項２】
　固定金型が取り付けられる固定ダイプレートと、
　前記固定ダイプレートとタイバーにより連結されたリアプレートと、
　可動金型が取り付けられ、前記リアプレートと前記固定ダイプレートとの間に前後動自
在に設けられた可動ダイプレートと、
　前記リアプレートと前記可動ダイプレートの間に設けられ、該可動ダイプレートの前後
進動作、及び前記固定金型と前記可動金型とをロックアップさせるトグル機構と、
　前記トグル機構のクロスヘッドに連結され、該クロスヘッドを駆動させる駆動用モータ
と、を備えた型締装置において、
　前記クロスヘッドの位置を求め、求められた前記クロスヘッドの位置に対応し、前記駆
動用モータを、前記可動ダイプレートの位置にかかわらず常に所定の出力トルク値で駆動
させる、前記駆動用モータの回転数の増加率、もしくは減少率を呼び出し、呼び出された
前記回転数の増加率、あるいは減少率に基づいて前記駆動用モータを作動させて、前記可
動ダイプレートを加速あるいは減速させることを特徴とした駆動用モータの制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、駆動用モータの駆動効率がよく、かつ金型の開閉時間を短縮させた型締装置
及び型締装置における駆動用モータの制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　型締装置には、リアプレートと可動ダイプレートとの間にトグル機構を設け、電動モー
タでトグル機構を作動させて可動ダイプレートの移動や金型のロックアップを行わせるも
のがある。このような型締装置では、電動モータの回転を制御して、可動金型を含む可動
ダイプレートを移動させ、金型を開閉させている。例えば可動ダイプレートを所定の加速
度で加速させ、所定速度に達したら加速状態から定速動作に移し、ある位置に達した段階
で減速させて所望の位置に可動金型を停止させるようになっている。その後、トグル機能
を更に作動させて金型を所定の型締力でロックアップさせるようになっている。
【特許文献１】特開２００３－２３１１６２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　成形品の大きさに応じて可動ダイプレートの移動範囲が設定され、それに伴いトグル機
構のリンクも、その作動範囲が所定の範囲内に規定されていた。しかしながら従来、駆動
用モータの回転数は、型開き時の可動ダイプレートの停止位置にかかわらず、一定の増加
率や減少率で駆動制御されていた。すなわち、クロスヘッドの移動量に対する可動ダイプ
レートの移動量は、リンクの連結（屈曲）状態によって変化するので、駆動用モータの回
転数の増加率や減少率が一定であっても、可動ダイプレートの移動開始位置が変更される
ことにより、可動ダイプレートはそれぞれ異なる加速度や減速度で駆動されることとなっ
ていた。
【０００４】
　これは、例えば駆動用モータが有する最大トルク値から外れた領域で駆動用モータを作
動させていることとなり、また、可動ダイプレートを上限の加速度や減速度より小さい加
速度や減速度で加減速させることとなっていた。したがって、駆動用モータが有している
能力が有効に利用されていないこととなり、また金型の開閉時間が長くなることとなって
いた。
【０００５】
　本発明は上記課題を解決し、駆動用モータが有する最大トルクを有効に利用でき、かつ
金型の開閉時間を短縮させることができる型締装置、及び駆動用モータの制御方法を提供
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することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明では、上記課題を解決するため、型締装置および駆動用モータの制御方法を次の
ように構成した。
【０００７】
　固定金型が取り付けられる固定ダイプレートと、前記固定ダイプレートとタイバーによ
り連結されたリアプレートと、可動金型が取り付けられ、前記リアプレートと前記固定ダ
イプレートとの間に前後動自在に設けられた可動ダイプレートと、前記リアプレートと前
記可動ダイプレートの間に設けられ、該可動ダイプレートの前後進動作、及び前記固定金
型と前記可動金型とをロックアップさせるトグル機構と、前記トグル機構のクロスヘッド
に連結され、該クロスヘッドを駆動させる駆動用モータと、を備えた型締装置において、
　前記クロスヘッドの位置を検出する位置検出部と、前記位置検出部が検出した前記クロ
スヘッドの位置に対応し、前記クロスヘッドが前記位置から加速する際、もしくは前記ク
ロスヘッドが前記位置から所定の位置に停止するために減速する際、前記駆動用モータの
出力トルクが前記位置にかかわらず常に所定の値となる、前記位置から前記クロスヘッド
を加速させるときの前記駆動用モータの回転数の増加率あるいは前記所定の位置に停止さ
せるときの前記駆動用モータの回転数の減少率の少なくとも一方の値を記憶する記憶部と
、
　前記位置検出部が検出した前記クロスヘッドの位置に基づき、前記記憶部から前記位置
における前記駆動用モータの回転数の増加率あるいは減少率を読み出し、前記増加率、も
しくは減少率で前記駆動用モータを駆動させる駆動部と、を備えたことを特徴とした型締
装置の制御装置。
【０００８】
　また、固定金型が取り付けられる固定ダイプレートと、前記固定ダイプレートとタイバ
ーにより連結されたリアプレートと、可動金型が取り付けられ、前記リアプレートと前記
固定ダイプレートとの間に前後動自在に設けられた可動ダイプレートと、前記リアプレー
トと前記可動ダイプレートの間に設けられ、該可動ダイプレートの前後進動作、及び前記
固定金型と前記可動金型とをロックアップさせるトグル機構と、前記トグル機構のクロス
ヘッドに連結され、該クロスヘッドを駆動させる駆動用モータと、を備えた型締装置にお
いて、前記クロスヘッドの位置を求め、求められた前記クロスヘッドの位置に対応し、前
記駆動用モータを、前記可動ダイプレートの位置にかかわらず常に所定の出力トルク値で
駆動させる、前記駆動用モータの回転数の増加率、もしくは減少率を呼び出し、呼び出さ
れた前記回転数の増加率、あるいは減少率に基づいて前記駆動用モータを作動させて、前
記可動ダイプレートを加速あるいは減速させることとして駆動用モータの制御方法を構成
した。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の型締装置、および駆動用モータの制御方法によれば、駆動用モータがトグル機
構のリンクの状態、すなわちクロスヘッドの位置に対応して回転数の増加率、もしくは減
少率を変更させたので、駆動用モータの出力トルクが一定となり、駆動用モータの能力を
有効に利用でき、効率が向上される。
【００１０】
　可動ダイプレートの位置にかかわらず、可動ダイプレートが常に一定の加減速度で加減
速されるので、加速度や減速度の低下を防止し、金型の開閉時間を短縮できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明にかかる型締装置の一実施形態について、図を参照して説明する。図７に、型締
装置１４を備えた射出成形機１０を示す。
【００１２】
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　射出成形機１０は、ベース５０と、ベース５０上に設けられた射出装置１２及び型締装
置１４等から構成されている。また射出成形機１０のほぼ中央部分には、射出成形機１０
の表示手段１６と入力手段１８が設けられている。
【００１３】
　ベース５０は、ほぼ直方体で、上面にレール５２が設けられている。レール５２は、ベ
ース５０の長手方向に沿って設けられ、射出装置１２がレール５２上に移動自在に載置さ
れている。
【００１４】
　射出装置１２は、内部にスクリューを具えたシリンダ２０と、スクリューを軸周りに回
転させたり、軸方向に前後進させる駆動機構（いずれも図示せず。）と、ホッパー５６な
どから構成されている。射出装置１２は、シリンダ２０で樹脂を溶融させ、駆動機構によ
りスクリューを前進させて、溶融樹脂を後述する金型３６のキャビティー内に射出する。
【００１５】
　型締装置１４は、ベース５０の左側部分に、射出装置１２に対向して設けられている。
尚、射出装置１２及び型締装置１４は外方にカバーを有し、図７ではカバーで覆われた状
態で射出装置１２及び型締装置がそれぞれ示されている。
【００１６】
　型締装置１４を、図１に示す。型締装置１４は、固定ダイプレート２２と、可動ダイプ
レート２６と、駆動機構３０などから構成されている。以下、型締装置１４について、型
締装置１４の射出装置１２側を前方とし、それを基準に前後左右を定め、また重力の方向
を下方とし、その逆を上方として説明する。
【００１７】
　駆動機構３０は、駆動用モータ４２と、リアプレート４４と、トグル機構４６と、タイ
バー６０などから構成されている。駆動用モータ４２は、リアプレート４４に取り付けら
れ、伝動ベルト４３を介してボールネジ機構のネジ軸４５に駆動用モータ４２の駆動軸が
連結されている。
【００１８】
　リアプレート４４は、ベース５０上に移動可能に設けられ、金型３６の厚みにより定め
られるベース５０上の所定位置に配置されている。リアプレート４４には、タイバー６０
の一端側が取り付けられている。タイバー６０は４本あり、リアプレート４４の四隅にそ
れぞれ各タイバー６０が固定されている。各タイバー６０は、前方に延び、その他端側は
、固定ダイプレート２２の四隅に固定されている。
【００１９】
　固定ダイプレート２２は、ベース５０の所定位置に保持されている。固定ダイプレート
２２の表面（後方側である。）の後面側には、固定金型３２が固定されている。
【００２０】
　可動ダイプレート２６は、固定ダイプレート２２とリアプレート４４の間に移動自在に
設けられている。可動ダイプレート２６は、四隅にガイド孔（図示せず。）を具え、ガイ
ド孔の内部にタイバー６０が摺動自在に挿通されている。可動ダイプレート２６の前面側
には、可動金型３４が取り付けられている。可動ダイプレート２６の後側には、支持部２
７が設けられ、後述するトグルアーム６４が回動自在に連結されている。
【００２１】
　トグル機構４６は、トグルレバー４８と、クロスヘッド６２と、トグルアーム６４等か
ら構成されている。トグルレバー４８は、リアプレート４４の支持部４７に一端が回動自
在に取り付けられている。トグルレバー４８は上下に一対設けられている。
【００２２】
　クロスヘッド６２は、ボールネジ機構のナット部（図示せず。）を中心に具え、上下端
部には、連結片６８の一端がそれぞれ取り付けられている。ナット部は、ネジ軸４５に螺
合し、ネジ軸４５が回転されるとクロスヘッド６２を前後進させる。尚、ナット部を、リ
アプレート４４に設けてもよい。連結片６８は、他端がピン６６によりトグルレバー４８
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に連結されている。
【００２３】
　トグルアーム６４は、一端がトグルレバー４８と回動自在に連結し、他端が可動ダイプ
レート２６の支持部２７に回動自在に取り付けられている。トグルアーム６４は、トグル
レバー４８と同様上下一対設けられている。
【００２４】
　次に、駆動用モータ４２について説明する。
【００２５】
　駆動用モータ４２は、電動モータで、駆動軸の回転速度が任意に設定でき、またその回
転角度がセンサ等（図示せず。）により検出可能となっている。図４に、駆動用モータ４
２の制御部３１を示す。制御部３１は、ＸＨ位置検出部３３と、モータ作動部３５と、記
憶部３７とを具えている。
【００２６】
　ＸＨ位置検出部３３は、クロスヘッド（図面では「ＸＨ」とも称する。）６２の位置セ
ンサ３８に接続し、位置センサ３８から送られる信号により、クロスヘッド６２の位置を
検出する。モータ作動部３５は、ＸＨ位置検出部３３からクロスヘッド６２の位置情報が
入力されると、記憶部３７に駆動用モータ４２の回転数の増加率、および減少率を読みに
行き、読み出した増加率あるいは減少率で駆動用モータ４２の回転を加減速させる。
【００２７】
　記憶部３７には、クロスヘッド６２の各位置に対応した駆動用モータ４２の回転数の増
加率、および減少率が記憶されている。この回転数の増加率、および減少率は、その回転
数の増加率もしくは減少率でクロスヘッド６２を作動させると、可動ダイプレート２６の
位置にかかわらず可動ダイプレート２６がほぼ同一の加速度あるいは減速度で加減速され
、駆動用モータ４２が常に同一の出力トルクで駆動する値となっている。尚、上記駆動用
モータ４２の回転数の増加率、および減少率は、クロスヘッド６２の移動範囲全域に亘る
値が予め記憶されていなくともよい。例えば、部分的にその値が記憶されており、記憶さ
れている以外の区間を、計算等により補完するようにしてもよい。
【００２８】
　かかる点について、具体的に説明する。図３にクロスヘッド６２の速度変化と、可動ダ
イプレート２６の速度変化のグラフを示す。図３は、型開状態から型閉方向に移動した状
態を示している。すなわち、時間０では全開状態で、０．６秒後の速度停止位置では全閉
状態となっている。クロスヘッド６２は、移動開始から０．１秒まで一定の加速度で加速
される。最終速度は、６００ｍｍ／ｓである。その後その速度を保持して定速で移動し、
約０．４７秒後に減速を開始する。そして、移動開始から約０．５８秒後に停止している
。
【００２９】
　図３の点線は、クロスヘッド６２を上記加減速度で作動させたときの可動ダイプレート
２６の速度変化である。このように可動ダイプレート２６の速度変化とクロスヘッド６２
の速度変化とが異なるのは、可動ダイプレート２６がトグル機構４６を介して作動される
からであり、可動ダイプレート２６の速度は、クロスヘッド６２の移動開始位置の相違に
より異なるものとなっている。したがって、クロスヘッド６２を駆動用モータ４２により
同一の加減速度で作動させた場合には、可動ダイプレート２６の移動開始位置や停止位置
に応じて、すなわちトグル機構４６のリンクの連接状態に応じて、可動ダイプレート２６
は異なる速度変化をするものとなっている。
【００３０】
　図２に、クロスヘッド６２の移動速度と可動ダイプレート２６の移動速度との比率、お
よびトルクを示す。このグラフは、横軸に可動ダイプレート２６の位置を示し、０点がト
グル機構４６を最大に縮めた状態であり、右に行くに従い可動ダイプレート２６が前進し
ている。また左縦軸にはクロスヘッド６２の速度に対する可動ダイプレート２６の速度の
比率、右縦軸には駆動用モータ４２の出力トルクを示している。速度比は、トグル機構４
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６のリンク構成などによって一義的に求められる値である。
【００３１】
　図２のグラフからこのトグル機構４６は、可動ダイプレート２６が約２１０ｍｍの位置
Ａで、クロスヘッド６２に対する可動ダイプレート２６の速度の比率が最も大きくなるこ
とがわかる。駆動用モータ４２の回転数の増加率、及び減少率は、次のようにして求める
。まず、位置Ａにおいて、駆動用モータ４２を所望のトルク（最大出力トルク、あるいは
最も作動効率のよいトルク値など、希望するトルク値。）で作動させたときの可動ダイプ
レート２６（可動金型３４を含む。）の加減速度を求め、その加減速度をもたらす駆動用
モータ４２の回転数の増加率、あるいは減少率に、可動ダイプレート２６の各位置での速
度比の逆数をかけたものを、その位置での駆動用モータ４２の回転数の増加率、もしくは
減少率とする。
【００３２】
　記憶部３７には、上述した各位置における駆動用モータ４２の回転数の増加率、及び減
少率が記憶されている。モータ作動部３５は、ＸＨ位置検出部３３が検出したクロスヘッ
ド６２の位置情報が入力されると、かかる位置における駆動用モータ４２の回転数の増加
率、及び減少率を記憶部３７から読み出し、読み出した回転数の増加率、あるいは減少率
で駆動用モータ４２を作動させる。
【００３３】
　次に、型締装置１４の作動について説明する。
【００３４】
　図５に、型締装置１４が作動し、金型３６が開いた状態を示す。トグル機構４６は、ク
ロスヘッド６２が図の左方に引き戻されている。クロスヘッド６２が左方に移動している
ので、トグルレバー４８が引き寄せられ、トグルレバー４８によりトグルアーム６４も引
かれている。したがって、可動ダイプレート２６が左方に距離ａ移動し、その距離分金型
３６が開放されている。
【００３５】
　仮に、ａを約１４０ｍｍとする。すると図５に示す状態は、図２に示すＡ点の位置に可
動ダイプレート２６が位置していることとなる。かかる位置Ａから型締めを行わせるとす
ると、位置センサ３８から位置情報がＸＨ位置検出部３３に伝えられ、モータ作動部３５
にクロスヘッド６２の位置（２１０ｍｍ）が入力される。モータ作動部３５は、記憶部３
７から、可動ダイプレート２６が２１０ｍｍに位置しているときの駆動用モータ４２の回
転数の増加率、及び減少率を読み出す。そして、かかる増加率で駆動用モータ４２の回転
を増加させる。すると、かかる増加率で回転が増加された駆動用モータ４２の回転軸でク
ロスヘッド６２が加速され、可動ダイプレート２６が所望の加速度で加速される。それは
すなわち、予め設定された出力トルク（最大トルク等）で駆動用モータ４２が可動ダイプ
レート２６を作動させることとなっている。
【００３６】
　また、図６に示すように可動ダイプレート２６が型締め状態より距離ｂ左方に移動し、
この位置から型締めを行わせるとする。仮にｂを３００ｍｍとする。すると、可動ダイプ
レート２６は、図２のグラフの位置Ｂ、つまり５０ｍｍの位置に位置していることとなる
。この場合、モータ作動部３５は記憶部３７から５０ｍｍの位置の回転数の増加率、およ
び減少率を読み出す。かかる回転数の増加率、および減少率は、Ａ点における回転数の増
加率、および減少率に対して、速度比の逆数をかけたものであり、１．２１対１．７の逆
数で、Ａ点における回転数の増加率や減少率に対して約１．４０倍されたものとなってい
る。
【００３７】
　５０ｍｍの位置から、Ａ点における回転数の増加率の１．４倍の増加率で駆動用モータ
４２の回転数を増加させると、Ａ点において作動させた場合と同様の条件で可動ダイプレ
ート２６を加速させることができ、ひいては、所望のトルクで駆動用モータ４２を作動さ
せることができる。尚、回転数の増加率は、クロスヘッド６２の移動に伴いその後の速度
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比も変化するので、それに追従させることが好ましい。
【００３８】
　また、上記Ａ点やＢ点に可動ダイプレート２６を停止させる場合も、それぞれの速度比
に対応した減少率で駆動用モータ４２の回転数を減少させる。これにより停止させる位置
にかかわらず、可動ダイプレート２６をほぼ同一の減速度で減速させることができる。図
２に、駆動用モータ４２のトルク曲線を示す。トルク曲線は、可動ダイプレート２６の位
置にかかわらずほぼ一定の値となっている。尚、ロックアップ側での可動ダイプレート２
６の減速は、トグル機構４６の速度比が同一であるので、移動開始の位置にかかわらずト
グル機構４６が有する速度比に応じて同一の状態で減速させることとする。
【００３９】
　以上述べたように、制御部３１は、クロスヘッド６２の位置、つまり可動ダイプレート
２６の位置に対応させて駆動用モータ４２の回転数の増加率や減少率を変更させるので、
可動ダイプレート２６の位置にかかわらず一定の加速度で可動ダイプレート２６が加減速
される。すなわち、クロスヘッド６２の移動量に対して可動ダイプレート２６が大きく移
動するときは、駆動用モータ４２の回転数の増加率もしくは減少率をそれほど増加させず
、クロスヘッド６２の移動量に対して可動ダイプレート２６の移動量が小さいときは、回
転数の増加率や減少率を大きく増加させることで、可動ダイプレート２６をほぼ一定の移
動速度で駆動させることができる。
【００４０】
　これにより、駆動用モータ４２の最も効率のよいトルク値や最大トルク値など、所望の
出力トルクで可動ダイプレート２６を作動させることができる。したがって、作動効率が
高く、かつ過負荷の状態で駆動用モータ４２を駆動させることがなく、安定して、高効率
の運転が可能となる。また、可動ダイプレート２６を一定の加減速度で加減速できるので
、低い加減速度での作動が防止でき、金型３６の開閉時間を実質的に短縮させることがで
きる。
【００４１】
　尚可動ダイプレート２６は、必ずしも一定速度でなく、移動中に速度変化があっても、
駆動用モータ４２が、その最大出力トルクなど所望の出力トルクを用いて駆動している状
態が保持できればよい。また上記例では、トグル機構４６を２本のアームが上下一対に配
置された形式としたが、本発明はトグル機構をかかる形式に限定するものではない。
　以下に、本願の出願当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
[１]
　固定金型が取り付けられる固定ダイプレートと、
　前記固定ダイプレートとタイバーにより連結されたリアプレートと、
　可動金型が取り付けられ、前記リアプレートと前記固定ダイプレートとの間に前後動自
在に設けられた可動ダイプレートと、
　前記リアプレートと前記可動ダイプレートの間に設けられ、該可動ダイプレートの前後
進動作、及び前記固定金型と前記可動金型とをロックアップさせるトグル機構と、
　前記トグル機構のクロスヘッドに連結され、該クロスヘッドを駆動させる駆動用モータ
と、を備えた型締装置において、
　前記クロスヘッドの停止位置と、該停止位置から該クロスヘッドを加速させるときの加
速度および該停止位置に停止させるときの減速度の少なくとも一方とを対応させ、前記停
止位置に対応した加減速度で該クロスヘッドを作動させることにより、前記可動ダイプレ
ートを加減速させる際の前記駆動用モータの出力トルクを、前記可動ダイプレートの位置
にかかわらず一定としたことを特徴とする型締装置。
[２]
　前記一定の値とした前記駆動用モータの出力トルクを、前記可動ダイプレートを加速さ
せる場合と減速させる場合で、異なる値に設定したことを特徴とする１に記載の型締装置
。
[３]
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　前記駆動用モータの出力トルクを、該駆動用モータが有する最大出力トルク、もしくは
該最大出力トルクの近傍で、該最大出力トルクより低い値としたことを特徴とする１また
は２に記載の型締装置。
[４]
　固定金型が取り付けられる固定ダイプレートと、
　前記固定ダイプレートとタイバーにより連結されたリアプレートと、
　可動金型が取り付けられ、前記リアプレートと前記固定ダイプレートとの間に前後動自
在に設けられた可動ダイプレートと、
　前記リアプレートと前記可動ダイプレートの間に設けられ、該可動ダイプレートの前後
進動作、及び前記固定金型と前記可動金型とをロックアップさせるトグル機構と、
　前記トグル機構のクロスヘッドに連結され、該クロスヘッドを駆動させる駆動用モータ
と、を備えた型締装置において、
　前記クロスヘッドの位置を検出する位置検出部と、
　前記クロスヘッドの位置に対応した、前記駆動用モータの回転数の増加率と減少率の少
なくとも一方の値を記憶する記憶部と、
　前記位置検出部が検出した前記クロスヘッドの位置に基づき、前記記憶部から該位置に
おける前記駆動用モータの回転数の増加率あるいは減少率を読み出し、該増加率、もしく
は減少率で前記駆動用モータを駆動させる駆動部と、を備え、
　前記位置に対応した加減速度で前記クロスヘッドを作動させることにより、前記可動ダ
イプレートを加減速させる際の前記駆動用モータを、前記可動ダイプレートの位置にかか
わらず所定の出力トルクで駆動させることを特徴とした型締装置の制御装置。
[５]
　固定金型が取り付けられる固定ダイプレートと、
　前記固定ダイプレートとタイバーにより連結されたリアプレートと、
　可動金型が取り付けられ、前記リアプレートと前記固定ダイプレートとの間に前後動自
在に設けられた可動ダイプレートと、
　前記リアプレートと前記可動ダイプレートの間に設けられ、該可動ダイプレートの前後
進動作、及び前記固定金型と前記可動金型とをロックアップさせるトグル機構と、
　前記トグル機構のクロスヘッドに連結され、該クロスヘッドを駆動させる駆動用モータ
と、を備えた型締装置において、
　前記可動ダイプレートを加速あるいは減速させるにあたり、前記クロスヘッドの位置を
求め、求められた該クロスヘッドの位置に対応した前記駆動用モータの回転数の増加率、
もしくは減少率を呼び出し、呼び出された回転数の増加率、あるいは減少率に基づいて前
記駆動用モータを作動させ、前記駆動用モータを、前記可動ダイプレートの位置にかかわ
らず所定の出力トルクで駆動させることを特徴とした駆動用モータの制御方法。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】本発明にかかる型締装置の一実施形態を示す側面図である。
【図２】可動ダイプレートの位置と速度比を示すグラフである。
【図３】クロスヘッドと可動ダイプレートの速度変化を示すグラフである。
【図４】制御部を示すブロック図である。
【図５】型締装置を示す側面図である。
【図６】型締装置を示す側面図である。
【図７】射出成形機を示す斜視図である。
【符号の説明】
【００４３】
　１０…射出成形機
　１４…型締装置
　２２…固定ダイプレート
　２６…可動ダイプレート
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　３０…駆動機構
　３１…制御部
　３２…固定金型
　３３…ＸＨ位置検出部
　３４…可動金型
　３５…モータ作動部
　３６…金型
　３７…記憶部
　３８…位置センサ
　４２…駆動用モータ
　４４…リアプレート
　４６…トグル機構
　６２…クロスヘッド
　６４…トグルアーム

【図１】 【図２】

【図３】
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